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工業用水道事業の位置づけ

（２）新たに講ずべき具体的施策
従来からのコンセッション重点分野である空港、上水道・・・MICE施設に加え、新たに重点
分野とされた公営水力発電及び工業用水道について、数値目標達成に向けた取組を強化する。

４．集中取組方針
(２）重点分野と目標
平成３０年度から、公営水力発電及び工業用水道について新たに重点分野に指定するものと

する。
【重点分野】
①空港、②水道、③下水道、④道路、⑤文教施設、⑥公営住宅、⑦クルーズ船向け旅客ターミナル施設、
⑧MICE施設
⑨公営水力発電
平成３０年度から平成３２年度までを集中強化期間として、３件のコンセッション事業の具体化を目標と

する。＜経済産業省＞

⑩工業用水道
平成３０年度から平成３２年度までを集中強化期間として、３件のコンセッション事業の具

体化を目標とする。＜経済産業省＞

未来投資戦略2018（成長戦略）（平成３０年6月15日閣議決定)

PPP/PFI推進アクションプラン（平成３０年6月15日PFI推進会議決定)
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工業用水道事業の施策

工業用水道分野におけるコンセッション方式の導入を推進し、具体的な案件形成を図るため、
① 導入可能性調査：基本構想や基本計画を検討
② 資産評価（デューディリジェンス）：工業用水道の事業者（自治体等）の保有資産の

詳細を調査・評価し、事業実施の際の民間事業者のリスクを洗い出す
③ 実施方針策定検討：選定に関する事項、責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の

確保に関する事項等の整理検討
を複数の事業者に対して行い、コンセッション事業の具体化を促進。

 平成２９年度：導入可能性調査を５自治体を対象に実施。
 平成３０年度：導入可能性調査を４自治体、資産評価を３自治体を対象に実施。
 令和 元年度：導入可能性調査、資産評価、実施方針策定検討 等を実施中。
 令和 ２年度：資産評価、実施方針策定検討 等を実施。（予定）

工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業

国

委託契約
※工業用水道事業者

コンサルタント等
工業用水道事業者

公 募
（調査対象希望意思表示）

選定

工業用水道事業者

自治体が調査対象を希望委託事業者

※提案時、コンサルタント等が事前に調査対象とすることで承諾を得た事業者 3



平成29年度 平成30年度 平成31年度
（令和元年度） 令和２年度 目標

工業用水道
３件のコンセッショ
ン方式導入事業
の具体化

導入可能性調査

資産評価（デューディリジェンス）

実施方針策定検討

工業用水道分野におけるコンセッション方式の導入進捗状況

導入可能性
調査
（注１）

デューディリ
ジェンス

（注１）

マーケットサ
ウンディング

（注１）

実施方針に
関する条例
案提出・公表

実施方針に
関する条例

制定

実施方針
策定

事業者公募

運営権設定・
実施契約締

結（注２）

事業開始

宮城県

熊本県

大阪市

鳥取県

三豊市

未来投資会議構造改革徹底推進会合　「第４次産業革命」会合（PPP/PFI）（第8回）　配布資料　より抜粋

H30年度
～

H32年度

2019年11月18日時点

コンセッション事業等の重点分野の進捗状況

工業用
水道
(３件)

集中強化
期間

分野
(目標)

地域等

進捗状況

平成３０年度から令和２年度で３件の案件形成を目標に、コンセッション方式の導入促進に向けた
工業用水道分野での環境整備を行う。

コンセッション方式導入の検討

目標達成に向けたイメージ
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工業用水道事業でのＰＰＰ／ＰＦＩ事業の先進事例
区 分 事 業 体 対象施設 内 容 開始日 完了日 発注

方式 事業者選定方法

BTO
方式

※上水施設
共用

埼玉県企業局 大久保浄水場 排水処理施設等建設、維持管理
（BTO）

H16.
12.24

R10.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

愛知県企業庁 知多浄水場始め4浄水場 脱水処理施設等整備・運営事業
（BTO）

H18.
4.1

R8.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

愛知県企業庁 豊田浄水場始め6浄水場 排水処理施設整備・運営事業
（BTO）

H23.
4.1

R13.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

愛知県企業庁 犬山浄水場始め2浄水場 排水処理施設整備・運営事業
（BTO）

H27.
4.1

R19.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

DBO
方式

※DBM方式
含む

大阪広域水道企業団 大庭浄水場 脱水処理施設等
建設、維持管理、運営業務

H17.
2.24

R3.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

大阪広域水道企業団 八尾ポンプ場 非常用発電施設整備維持業務 H26.
2.21

R12.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

大阪広域水道企業団 三島浄水場ほか２箇所 中央監視制御設備整備維持業務 H25.
4.1

R4.
3.31 性能 総合評価型

一般競争入札

DB
方式

川崎市上下水道局 平間配水所 配水所調整池更新 H26.
2.25

H28.
7.15 性能 総合評価型

一般競争入札

川崎市上下水道局 平間配水所 配水所配水ポンプ設備等更新 H26.
4.1

H28.
3.18 性能 総合評価型

一般競争入札

指定管理
者制度

秋田県産業労働部 秋田工業用水道施設全般 浄水場・管路等の運転管理等 H27.
4.1

R2.
3.31 性能 公募型

プロポーザル

広島県企業局 沼田川工業用水道施設全般，
沼田川水道用水供給の一部

浄水場等の運転管理・
保守管理業務等

H27.
4.1

R2.
3.31 性能 その他

コンセッ
ション 事例無し

包括委託は21事例（14団体）が活用している。浄水場等の運転管理・保守管理業務等が中心である。
出典：工業用水道分野におけるＰＰＰ／ＰＦＩ案件形成促進事業報告書より加筆
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工業用水道施設の基幹管路の耐震化適合率
（行政事業レビューシート：政策評価測定指標より）
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※東日本大震災による事故を除く

老朽化による事故の例
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〇 産業構造変化、水の使用合理化で、工業用水需要が減少。
工業用水道の新規建設も大幅に減少。需要減・料金収入減により悪化する事業経営の改善が必要に。

〇 高度経済成長期に整備され、老朽化した施設の更新の必要性(漏水等の事故も急増)が年々増大。
大規模地震に対応した耐震対策も必要。施設の計画的な整備が必要に。

〇 産業構造審議会(地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会)で補助方針の変更を決定し、
平成２７年度以降、施設更新・耐震化計画の策定は着実に推進。
※①補助対象の改築事業限定、②料金の上限設定廃止、③更新計画内容等の審査による単年度支援。

〇 事業経営の改善や施設更新の促進のため、コンセッション方式の導入促進等を推進。

現状と課題



工業用水道事業について（官民連携への動向調査）

5億円未満
21.0 %

10億円未満
5.0 %

20億円未満
5.5 %

20億円以上
44.3 %

その他
24.2 %

5億円未満

10億円未満

20億円未満

20億円以上

その他

・今後２０年間での建設改良費総額（予定）について
９７事業が２０年間で２０億円以上を予定している。
→大規模改修工事を控えている事業が多く、
事業規模としても民間活用の意義が大きい。

※内閣府通知（PPP/PFI優先的検討指針）においても優先検討を行う対象事業の基準
「事業費の総額が 10 億円以上の公共施設整備事業（建設、製造又は改修を含むものに限る。）」

アンケート調査
実施：平成２９年１０月（平成２８年度末時点の状況調査）
対象：全工業用水道事業者
送付：１５３地方公共団体（２４５事業）
回収：１４５地方公共団体（２２０事業）

背景・課題 期待する導入効果 一般的な期待効果

・自治体職員の減少
・人材確保
・技術の確保（継承）

・低廉かつ良質な公共サービスの提供
・公共主体と民間事業者の新たな役割分担
・民間事業者への事業機会創出

・需要減少に伴う収入の減少
・維持管理費用の増高

・維持管理費の抑制
・新たな収入の確保

・施設の老朽化や耐震対策等建設改良費の増加
・資金の減少

・建設改良費等の抑制
（新技術の導入等含む）

・財源（資金）の確保

事業の背景・課題とＰＰＰ／ＰＦＩ手法に期待する導入効果

出典：工業用水道分野におけるＰＰＰ／ＰＦＩ案件形成促進事業報告書 7



コンセッション方式等のPPP/PFI活用について
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〇工業用水道事業におけるＰＦＩ導入の手引書
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/pdf/pfi_tebikisho_20170331.pdf

〇工業用水道事業へのコンセッション方式等のPPP/PFI活用について
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/pdf/201803_PFIkeihatusiryou.pdf

〇平成３０年度工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業公表資料
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/pdf/30fyppppfi_kouhyoushiryou.pdf

〇平成30年度工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業報告書
（熊本県等工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業）
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/pdf/30fyppppfi_houkokusho1.pdf

〇平成30年度工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業報告書
（大阪市工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業）
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/pdf/30fyppppfi_houkokusho2.pdf

〇令和元年度工業用水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ促進事業報告書
令和２年度公表予定。

（参考）
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（参考）令和２年度施策内容

経産省HP： https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2020/pr/ip/chiiki_02.pdf 10



ダム

取水堰

導水
ポンプ取水口

薬品注入設備

着水井 沈でん池 送水ポンプ

沈砂池

管理施設

配水池

浄水場

配水管

②取水施設

③導水施設

④浄水施設

⑤送水施設 ⑥配水施
設

導
水
管

①貯水施設

送
水
管

主な工業用水道施設

工場

貯水池

工場 工場

事業者の内訳

（経済産業省調べ(平成３１年３月末））

地方公共団体
都道府県
市町村
企業団
株式会社

１５４
３９

１０５
１０
１

計 １５５

給水能力
（千ｍ３/日）

２１，４０３

給水先数 ６，１０１

給水能力・給水先数

（経済産業省調べ(平成３１年３月末））

（参考）工業用水道事業概要について
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〇工業用水道事業は、工業団地等で自治体等が企業に工業用水を供給する公営事業(独立採算制)。
工業用水道は、地域の産業振興に必要な産業インフラ。
※工業用水道事業法に基づき事業を管理。地方公共団体は届出制、民間事業者は許可制。

〇経産省は、昭和３１年度以降、
①地下水取水による地盤沈下対策のための代替水源として
②工業団地等整備に伴う産業インフラとして
工業用水道の整備(浄水場・管路等の新築・改築等)を補助金で支援(補助率は主に22.5%)。
工業用水の豊富・低廉な供給により、工業の健全な発達を図るもの。

概 要



おわりに

【お問い合わせ先】
経済産業省 経済産業政策局 地域経済産業政策グループ

地域産業基盤整備課 松田、堀、笹本、土田
ＴＥＬ：０３－３５０１－１６７７
Ｍａｉｌ：kogyo-yosui@meti.go.jp

ＰＰＰ／ＰＦＩに関して、
要望・相談等ございましたら、

下記の問い合わせ先まで御連絡ください。
ご静聴ありがとうございました。




